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和文抄録：
　本稿では、文部科学省の教育政策用語としての「チーム学校（チームとしての学校）」を検討
する。「チーム学校」をめぐる議論の主な論点の整理を行い、日本の学校における多種多様な専
門職による協働・連携の可能性を検討する。「チーム学校」との関連において、学校図書館に求
められる新たな役割やその可能性についても考察する。
英文抄録：
　The purpose of this paper is to examine “team schools (school as a team)” as an education 
policy terminology of the Education, Culture, Sports, Science and Technology Ministry. 
This article considers the main points of “team schools” at issue. This study focuses on the 
possibilities of the collaboration of various professions in Japanese schools. It is argued that we 
should explore the new roles and possibilities of school libraries in relation to “team schools”.
キーワード：チーム学校、学校図書館、専門職、協働、学校司書、スクールカウンセラー
Keywords： Team School, School Library, Profession, Collaboration, School Librarian, School 
Counselor
1　はじめに
　近年の文部科学省の初等・中等教育政策の動向を知るための主なキーワードとして、「チーム
学校（チームとしての学校）」がある。2015 年 12 月に中央教育審議会答申「チームとしての学
校の在り方と今後の改善方策」が出され、「チーム学校（チームとしての学校）」をめぐる議論が
活発化し、「アクティブ・ラーニング」と共に、文部科学省の教育政策用語として人口に膾炙さ
れるようになった。2017 年 3 月、「義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るための
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公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部を改正する法律案」
（以下、義務教育標準定数法改正）」が国会で可決・成立したが、これは「チーム学校（チームと
しての学校）」を推進するための立法措置の一環である。
　本稿では、以上のような最近の文部科学省の政策動向をふまえ、「チーム学校（チームとして
の学校）」の概念、及びそれをめぐる議論の論点整理を行う。日本の初等・中等教育段階の学校
における多種多様な専門職 1）による協働・連携の可能性を検討する。主として公立学校を考察
の対象とする。
　「チーム学校（チームとしての学校）」に関しては、教育学の分野を中心として数多くの論文が
あり、レビュー論文もある 2）。隣接領域の心理学の分野でも当該テーマに関するレビュー論文 3）
があり、学際的な研究テーマとなっている。特に、臨床心理学・教育心理学の分野では、スクー
ルカウンセラーと教員との協働の在り方に関する事例研究・理論研究の蓄積がある。ひるがえっ
て、図書館情報学の分野では、川瀬らのグループによる最近の研究がある 4）。しかし、川瀬らの
研究は、「情報化」という視点から、学校図書館をめぐる各種の教育政策（施策）と「チーム学校（チー
ムとしての学校）」を検討する内容になっている。「チーム学校（チームとしての学校）」を推進
させるための関連法規の改正内容、多種多様な専門職の協働・連携という「チーム学校（チーム
としての学校）」の基本理念などをふまえた考察が不十分である。
　本稿では、教育学・心理学などの分野における先行研究で明らかにされた主な論点や知見をふ
まえながら、学校司書やスクールカウンセラーを主たる対象として考察する 5）。さらに、「チー
ム学校（チームとしての学校）」の考え方をふまえ、学校図書館に求められる新たな役割やその
可能性を検討する。
　なお、「チーム学校」という教育政策用語であるが、中央教育審議会答申の文書のタイトルで
は「チームとしての学校」となっている。しかし、国会会議録を見ると、「チーム学校」と表現
する場合もあり、文部科学省の各種公式文書でも「チーム学校」という表記も見られるなど、混
在している。同省による統一表記は存在していないと考えられる。本稿では、「チーム学校」は
「チームとしての学校」の同義語であると判断する 6）。従って、以下、原則として便宜的に「チー
ム学校」という用語表記を使用する。ただし、引用に際して、原文（出典元）が「チームとして
の学校」の場合、そのままの表記を用いる。
2　「チーム学校」とは何か
　「チーム学校」という概念（用語）について説明する前に、わが国における教育政策用語とし
て登場した背景について言及する。
　日本の初等・中等教育学校の教員の多くは、日々の慢性的な長時間労働という過酷な労働環境
下におかれている。2013 年、日本をはじめ 34 ヶ国を対象に、OECD（経済協力開発機構）が実
施した「国際教員指導環境調査（TALIS: Teaching and Learning International Survey）」の結
果によれば、日本の中学校教員の 1週間あたりの労働時間は 53.9 時間となっている 7）。調査参加
国の平均労働時間が週 38.3 時間であり、平均を大きく上回る結果であると同時に、この調査で
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は参加国の中で突出した最も長い労働時間となった。この問題について、2014 年 10 月の衆議院
文部科学委員会において取りあげられ、下村博文文部科学大臣（当時）は以下のように答弁した。
　 「本年（引用者注　2014 年）6月に公表されましたTALIS では、我が国の中学校における教
員の 1週間あたりの勤務時間は約 54 時間と参加国中最長であり、授業以外の諸活動に従事
する時間が参加国中平均よりも長いことが明らかになりました。また、我が国の教員は他国
と比べて、みずからの指導について自信が低く、特に生徒の主体的な学びを引き出すこと
に対して自信が持てないという結果でありました（中略）。チーム学校という形で、学校の
教員が生徒と向き合う時間をできるだけとれるような、そういうサポート体制を来年度から
しっかり取り組んでまいりたいと考えております」8）。
　TALIS の調査結果や文部科学大臣の国会答弁からわかるように、日本の中学校教員は、部活
動指導などの授業以外の業務に追われている。中学校に限らず、日本の教員世界では、「献身的
な専門職的教師像に基づいて、当面の損得勘定を抜きにして、考えるよりも先に体が動くような
感覚で自らの生活をなげうって実践に従事」9）という職業観が美徳とされがちであった。法に基
づく教員の労働者性は尊重されなければならない。日本の学校現場において、多くの教員は疲弊
し、子どもの主体的な学び、即ちアクティブ・ラーニングを引き出す自信や時間的ゆとりなどを
持てない深刻な状況にある。
　「チーム学校」の実現や義務教育標準定数法改正は、アクティブ・ラーニングを実践するため
の国による公教育の条件整備である。さらに、いじめ・不登校など、複雑化する諸問題を組織的
に対応できる学校経営が求められている。公教育の劣化を防ぐために、年々複雑化・増大化する
業務に対応できる人材・人員の確保が不可欠となっている。具体的な施策としては、教員以外の
専門職、例えば、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、学校司書、特別支援教
育支援員、部活動指導員などを公費雇用によって積極的に配置し、教員の業務負担軽減を図るこ
とがあげられる。
　2014 年 9 月、文部科学省中央教育審議会初等中等教育分科会として、「チームとしての学校・
教職員の在り方に関する作業部会」が発足した。同省の政策立案を目的として、「チーム学校」
の実施に向けての本格的な議論が同年 11 月から上記の作業部会において開始された。計 17 回に
およぶ会議の結果、2015 年 12 月に中央教育審議会答申『チームとしての学校の在り方と今後の
改善方策について』が出された。同答申の 12 頁に、「チームとしての学校」像として、以下のよ
うに述べられている。「校長のリーダーシップの下、カリキュラム、日々の教育活動、学校の資
源が一体的にマネジメントされ、教職員や学校内の多様な人材が、それぞれの専門性を生かして
能力を発揮し、子供たちに必要な資質・能力を確実に身に付けさせることができる学校」。「定義」
と明言していないものの、これが中央教育審議会答申における「チーム学校」の定義であるとい
えよう。上記の引用文では「学校図書館」という言葉が用いられていないが、「学校の資源」と
いう語句から、人的資源や蔵書等を含め、学校組織と学校図書館が一体化されたマネジメントも
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読み取ることができる 10）。さらに、同答申において、「学校図書館は，読書活動の推進のために
利活用されることに加え，例えば，国語や社会，美術等様々な授業等における調べ学習や新聞を
活用した学習活動等で活用されることにより，学校における言語活動や探究活動の場」（答申『チー
ムとしての学校の在り方と今後の改善方策について』35 頁）と述べられている。日々の授業に
おける学習活動と有機的に連関した学校図書館の役割が期待されている。
　「従来・現在の学校」と「チームとしての学校」の特徴を比較した対照表が表 1である。なお、
「「従来」「現在」の学校に係る記述は、学校に対するステレオタイプ的な批判を表しているもの
であり、具体の学校、あるいは、全ての学校を念頭に記述しているものではない」（答申『チー
ムとしての学校の在り方と今後の改善方策について』14 頁）と説明している。「チームとしての
学校」の主な特徴として、教員と教員以外の専門職との協働、アクティブ・ラーニングやカリキュ
ラム・マネジメントの推進などが挙げられる。
表 1　従来・現在の学校像と「チームとしての学校」像の比較
従来 現在 チームとしての学校
授業 教員による一方的
な授業への偏重
変化する社会の中で、新し
い時代に必要な資質・能力
を身に付ける必要
アクティブ・ラーニングの視点か
らの不断の授業改善
教員の業
務
学習指導、生徒指
導等が中心
学習指導・生徒指導に加え、
複雑化・多様化する課題が
教員に集中し、授業等の教
育指導に専念しづらい状況
専門スタッフ等との協働により、
複雑化・多様化する課題に対応し
つつ、教員は教育指導により専念
学校組織
運営体制
鍋ぶた型の教職員
構造
担任が「学年・学
級王国」を形成
主幹教諭の導入等の工夫　
学校教職員に占める教員以
外の専門スタッフの比率が
国際的に見て低い構造
カリキュラム・マネジメントを推
進
多様な専門スタッフが責任を持っ
て学校組織に参画して校務を運営
管理職像 教員の延長線上と
しての校長
主として教員のみを管理す
ることを想定したマネジメ
ント
多様な専門スタッフを含めた学校
組織全体を効果的に運営するため
のマネジメントが必要
地域との
連携
地域に対して閉鎖
的な学校
地域に開かれた学校の推進 コミュニティ・スクールの仕組み
を活用
チームとしての学校と地域との連
携体制を整備
出所：中央教育審議会答申「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（作業部会事務局作
成）」（14 頁）をもとに筆者作成　URL:http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/
toushin/__icsFiles/aﬁ eldﬁ le/2016/02/05/1365657_00.pdf　2017 年 8 月１日最終確認）
3　「チーム学校」と関連法規の改正
　国の教育政策としての「チーム学校」を推進するためには、立法措置が必要である。2017年 3月、
義務教育標準定数法改正の法案が国会で可決され、同年 4月、改正学校教育法が施行された。学
校教育法第 37 条 14 項「事務職員は、事務に従事する」という規定が、「事務職員は、事務をつ
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かさどる」となった。これは、専門職としての事務職員の位置づけを意図した法改正である。立
法者意思については、松野博一文部科学大臣（当時）が国会において以下のように答弁している。
　 「校長や教頭による学校マネジメントが十分に機能するためには、学校組織において唯一の総
務、財務等に通じる専門職である事務職員の役割は極めて重要であると考えております。今
回の事務職員の職務規定の見直しにより、その専門性を生かして学校の事務を一定の責任を
持って処理することとなり、事務職員に期待される役割はますます高まるものと考えており
ます」11）。
　日本の初等・中等教育の学校現場では、教員が事務労働を担うことが多く、教材研究（授業準
備）などに専念できない状況がある。事務職員の増員とともに、法における職務規定の見直しに
より、教員の労働環境の改善を図ることが意図されている。
　法令用語の「つかさどる（掌る）」であるが、「公の機関又はその職員が、一定の仕事を自己の
担当事項として処理すること」12）となっている。ひるがえって、学校図書館法の場合、同法第 5
条で「学校には、学校図書館の専門的職務を掌らせるため、司書教諭を置かなければならない」
と規定されている。同法第 6条「専ら学校図書館の職務に従事する職員」が学校司書と規定され
ている。法令用語の「従事する」であるが、「掌る」と規定される「職員よりも下級の職員の職
務内容を表す」13）場合、この語が多用される。あくまでも「掌る」「従事する」という職務内容
を規定する法令用語から判断する限り、司書教諭よりも学校司書の方が下級職員という位置づけ
になっている。学校教育法改正の際、同法における事務職員と同様に、学校図書館法も改正し、
学校司書も「専ら学校図書館の職務をつかさどる（掌る）」と改正すべきであったと考える。
　その他、2017 年 4 月、学校教育法施行規則第 65 条の改正により、スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカーの職務が省令で規定された。前者は「学校における児童の心理に関す
る支援に従事する」、後者は「児童の福祉に関する支援に従事する」となり、学校司書と同じく、
「従事する」職員としての位置づけである。
　今回の義務教育標準定数法改正は、教職員の基礎定数の改善である。財務省は、明確なエビデ
ンスに基づく適切な教職員定数の検討（検証）を文部科学省に求めてきた。しかし、文部科学省
は、これに反発し、法改正に踏み切った。なお、今回の改正は学校司書の増員を特に意図したも
のではない。スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、特別支援教育（通級指導な
ど）及び外国人児童・生徒担当教職員等の配置促進をめざした立法措置となっている。
　次に、「チーム学校」が直面する課題、学校現場における教員と教員以外の専門職との協働を
めぐる主な論点をみていくことにする。
4　多種多様な専門職による協働をめぐる主な論点
　紅林は、日本の特別支援学校において実際にあった事例を検討しながら、「チーム学校」が直
面する課題を明らかにしている 14）。事例の概要は以下の通りである。授業中の教室に吸引が必
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要な子どもが存在し、担任教員（経験年数が浅い新任教員）の判断ではなく、看護師独自の判断
で吸引を行わせた。このような対応について、教員の判断に基づきながら（最初に看護師が教員
に伺いを立てる）、吸引すべきであったという指摘（指導）が別の教員（新任教員を指導する教
諭）からなされた。この事例について、紅林は「リスクマネジメントが重要課題になっている現
在、教育の論理だけで対応することは安全への対応として十全と言えません」15）と分析している。
教員に対する相談・連絡は必要であるが、緊急を要する場合、専門職としての看護師の自律性を
尊重すべきである。例えば、食物アレルギーを持つ子どもに対する給食指導（食育指導）は、栄
養教諭・管理栄養士・養護教諭以外に学校医の専門的判断が必要である。各学校に安全配慮義務
が課せられており、子どもの生死に関わる重大事故を未然に防止するためにも、リスクマネジメ
ントの視点に立脚しなければならない。
　荊木らは、教員と教員以外の職種（例　スクールカウンセラー）との協働を「専門性協働」、
教員同士の協働を「均質性協働」と名付け、概念規定を行った 16）。「専門性協働」の場合、異な
る養成課程や職業観を持つという特徴があり、役割が固定している。一方、「均質性協働」の場合、
ほぼ同じような養成課程であり、柔軟に役割を変えることができる。
　司書教諭と学校司書の関係にあてはめて考えてみると、「専門性協働」と解釈できる。しかし、
司書教諭と教員免許・司書資格の両方を有する学校司書が併置された場合、「均質性協働」とい
う解釈も可能である。さらに、日本の公立学校の場合、専任司書教諭ではなく、兼任司書教諭の
配置が圧倒的多数を占めており、学校司書が学校図書館の実務の中心を担っている場合が多い。
「専門性協働」あるいは「均質性協働」の如何を問わず、丸山が指摘するように「協働の過程に
は職種間葛藤が伴う」17）のである。特に、職域の分離が明確になっていない二職種配置（司書教
諭と学校司書）の学校図書館の場合、それが顕著である。
　スクールカウンセラーなど、教員以外の専門職の存在が社会的に徐々に認知され、日本の数多
くの学校に配置される施策が次第に整備されてきた。しかし、教員を対象としたヒアリング調査
を行った大澤によれば、教員側の意識に以下のような問題点があると指摘している。
　 「連携・協力の相手として各種の専門家が教員の意識にのぼりにくい理由は、所定の手続きを
踏まないと相談ができないことや、すでに学校に入っている場合でも不定期であるというこ
とであった。それとは反対に定期的なので相談の内容や時期が限定され、関わりも限定され
た形になるという話も聞かれた。制度不備などの問題はあるものの相談の機会を十分に活用
できず、専門家が未だ遠い存在である理由の 1つは、教員の養成・研修の過程でスクールカ
ウンセラーなどの仕事や役割を理解する機会が少なく、連携・協力の意味や有効性を実感し
た経験がないことにある」18）。
　公立学校に配置されるスクールカウンセラーの場合、複数の学校を兼務（巡回）するのが一般
的である。学校司書の場合、公立高校では専任（常勤）の事例は多いが、小・中学校の場合、複
数の公立学校を兼務する場合がある。2016 年度の文部科学省による「学校図書館の現状に関す
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る調査」の結果によれば、公立学校の場合、常勤の学校司書の配置率は、小学校 12.1％、中学校
13.6％、高等学校 55.4％となっている 19）。公立の小・中学校における常勤の学校司書の配置率は
非常に低い。
　スクールカウンセラーの職能に関して、教員側からの批判がある。元中学校教員の赤田は、ス
クールカウンセラーの問題点に関して以下のように指摘する。スクールカウンセラーという「職
能からすれば、問題が生じても心理主義的な立場から児童・生徒個々人の環境や生育過程にのみ
求めがちであり、集団の中での児童・生徒同士の関係性の問題が置き去りにされていく傾向もあ
る」20）。子どものいじめ問題を解決するさい、赤田が指摘した点は重要であるが、心理学的に子
どもの生育過程を客観的に分析する視点も重要ではなかろうか。コンサルテーション（助言・援
助）の基本的役割は、「特定の専門職が職業上の必要性から、他の専門性を持つ専門職に相談す
ること」21）である。複数の専門職によって、多角的な視点で問題を分析する行為が重要である。
　ひるがえって、学校図書館の場合、一般の教員と図書館職員との間に見解が衝突する可能性が
ある。具体的に言えば、「表現の自由」「図書館の自由に関する宣言」をめぐる考え方の相違であ
る。坂田は以下のように指摘する。
　 「意識的か無意識かは別として、教員の多くは、「児童又は生徒の健全な教養を育成すること
（引用者注　学校図書館法第 2条）」と、表現の自由、“図書館の自由に関する宣言 ” の徹底
した尊重の衝突可能性を感じ取っている。児童・生徒の「健全」な発達のためには、成長段
階に応じて読むべきではない書籍が存在する。児童・生徒の安全を確保するためには、プラ
イバシー権の尊重よりも優先すべきことがある。学校、教職員は、多様な場面でこの種の判
断を下さなければならない。学校現場は、教職員によるこの視点からの介入を「教育的配慮」
と呼び、子どもの成長・発達のための必要な行為、ある種当然のことと受け止めている」22）。
　1980 年代初頭に起きた愛知県の公立高校における学校図書館禁書問題、近年の島根県の公立
小学校における漫画『はだしのゲン』の閲覧制限など、学校図書館における「図書館の自由」に
関する問題（事件）は枚挙にいとまがない。同種の問題は、学校図書館において今後も発生する
可能性が十分ありうる。職階・職域をこえた、学校現場における教職員同士による真摯な議論、
熟慮に基づいた判断が求められる。
　学校における教育活動をめぐって、教員同士の意見交換が、「個人が直面する具体的な困難や
問題に本当に踏み込んだものであるとは限らず、実質を持たない形式的な同調へ転化」23）する傾
向もある。これは先述した教員同士による「均質性協働」の問題点である。異職種の専門職によ
る協働の場合、業務の質の向上が期待でき、広い視点で教育活動を見直すことが可能となる。
　日本の学校文化の特徴は、学習指導と生活指導が一体化した、児童・生徒に対する指導が各教
員にもとめられている点にある。教員以外の多種多様な専門職による「支援」「サービス」によっ
て、子どもの自己実現等を保障するための道筋を提供するのが「チーム学校」の目標であると考
える。先述した特別支援学校の事例が示すように、教員中心主義の日本の伝統的な学校文化が、
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教員以外の専門職参入を受け入れ難くしている。教員と教員以外の専門職との間における上意下
達関係を脱却しなければ、校内における多種多様な専門職による協働は有効に機能しないであろ
う。
　戦後日本における学校経営の特質は、校務分掌という方式によって、担当者（担当教員）を校
長が決定してきた。「校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する」（学校教育法　第 37 条）
という規定に基づきながら、校長権限によって、個々の教職員に教務、進路、生徒指導などの各
種の校務を充ててきた。必ずしも適材適所の校内人事を行ってきたわけではない。アメリカの学
校のように、伝統的に多種多様に分化した専門職が配置され、職務（job）を遂行するという学
校経営のスタイルとは全く異なる 24）。例えば、日本の公立学校における部活動の場合、専門知
識や経験を全く有しない教員による運動部指導が日常的に行われ、それが容認されてきた。学校
図書館にしても、司書教諭資格を有していない教員が係教諭として学校図書館を担当し、あるい
は司書資格を有していない事務職員が学校図書館を担当する場合もあった。
　現在の日本の場合、法的根拠のある学校図書館職員は司書教諭、学校司書の二職種である。
2014 年の学校図書館法改正によって、学校司書の配置が努力義務化され、司書教諭との協働が
法制度上認識されたといえる。司書教諭・学校司書の二者による協働に加えて、教科教諭（担任
教諭）・司書教諭・学校司書の三者による協働、さらに特別支援教育支援員が参画する協働・連
携もありうる。
　学校図書館法改正によって、法的根拠が明確になった学校司書の役割や職能について、松浦は
以下のように述べている。
　 「学校司書は学校図書室の管理のみを役割とすべきではない。学校という「子どもの成長の現
場」に立ち会っているがゆえに、担任以上に長期にわたり、それこそ入学してから卒業する
までの、個々の子どもの読書履歴、学習履歴、そして興味関心の発展履歴を把握している。
時に応じて個別に読書などのアドバイスを与え、子どもの知の地平を広げるきっかけを与え
る。（中略）長期にわたり勤務することで、子どもの成長に寄り添い、それを把握すること
のできる実に重要なポテンシャルを有する職能である」25）。
　教室における一斉授業を通して、学級集団（学習集団）の中の子どもに関わる教員と違い、学
校図書館という「場」において、読書活動などを通して、個々の子どもの発達に関与する学校司
書が期待される役割は重要である。この役割を果たすためには、専任・正規の学校司書が各学校
において配置されることが必要条件となる。東京都の都立高校や三重県の公立学校の学校図書館
の事例のように、民間企業に業務委託されると、教員と連携しながら、学校司書が長期的な視点
で子どもに関わることは不可能である。
　以上、「チーム学校」が直面する課題、学校現場における教員と教員以外の専門職との協働を
めぐる主な論点などをみてきた。表 1で示したように、「チーム学校」では、地域との連携も重
要視され、学校図書館の地域開放などの取り組みが考えられる。学校図書館という「場」を利活
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用し、教員以外の専門職が中心となって、子どもの自己実現や自立を支援する公立高校の実践を
次に取りあげる。
　
5　「場としての学校図書館」の可能性
　スクールカウンセラーの配置により、各学校に相談室が設置されるケースが増えたが、生徒か
らみるとそれは特殊な学校空間となっている。「すべての生徒に解
マ マ
放されているからといって、
さまざまな生徒が数多く無制限に入室してくるということはなく、子どもから見ると相談室は学
校内の異空間という特徴をもっている」26）のである。「誰かが個室へ相談に行けば、LINE（ライ
ン）で一気にうわさが流れる」27）。すなわち、学校内の相談室へ行く行為自体、子どもにとって
勇気がいることであり、恥辱である。このような相談室の問題点を克服すべく、学校図書館を利
活用し、子どもを支援する実践事例がある。神奈川県立田奈高校の図書館において、2014 年か
ら若者支援を専門とする外部のＮＰＯ団体との連携により、学校図書館内に無料で飲食可能な
カフェ（名称「ぴっかりカフェ」）を週 1回の頻度で開き、外部相談員 2名（臨床心理士など）
を配置した 28）。一般的な公立学校のように、個室の相談室にスクールカウンセラーが配置され、
何か悩みを抱えた生徒が利用するシステム（事前予約制）と異なる 29）。生徒自身が、特に悩み
を抱えていなくても（本人が自覚していなくても）、予約なしで気軽に利用できる場（相談員と
気軽に会話できる場）としての学校図書館を生徒に提供している。この活動を通して、生徒の潜
在的な情報ニーズ（悩みなど）を把握し、学級担任の教員をはじめ、様々な専門家への橋渡しを
する。進路相談、キャリア支援、就労支援（アルバイトも含む）、生徒同士の人間関係、家庭問
題など、生徒の相談内容は多岐に及ぶ。生徒同士の交流の場としても機能しつつ、学校図書館利
用者の生徒が抱えた諸課題を解決するサービスを提供しているといえよう。現在は大学生ボラン
ティアや市民ボランティアも参加しており、生徒の相談相手となっている。
　田奈高校の実践事例は、内閣府の『平成 29 年度　子供・若者白書』においても紹介されてい
る。学校図書館内に設置したカフェについて、同白書では以下のような指摘がなされている。「学
校の普段のカリキュラムでは得られない地域の人々との触れ合いがあるなど、生徒と他者との関
わりを拡大させ、学校外の社会の多様性を学ぶ場としての機能を有している。家庭、学校、地域
社会以外の中間的な居場所を学校内に創出する取組は、若者の孤立を未然に防ぐ取組として有効
であると考えられる」30）。学校図書館の目的は、「児童又は生徒の健全な教養を育成すること」（学
校図書館法第 2条）である。その目的を達成する手段は、読書という行為に限定されるべきでは
ない。学校図書館という「場」において、様々な属性を有する人間同士による対面コミュニケー
ションが子どもの健全な教養を育成する場合もある。司書教諭などの教員に限らず、学校司書、
地域ボランティアなどとの対面コミュニケーションが子どもの人格形成に寄与する。
　ところで、外部との連携事例ではないが、学校心理士・臨床心理士資格をもつ専任司書教諭が
学校図書館（私立小学校）という場で、カウンセリングやコンサルテーションなどを実施する取
り組みもある 31）。この事例の場合、スクールカウンセラーが別途配置されているが、個室の相
談室ではなく、学校図書館という「場」を利活用して、司書教諭・担任教諭・スクールカウンセ
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ラー・養護教諭等によるチーム援助が行われている。きわめて特殊な実践事例であるが、田奈高
校と同様に、学校図書館の新たな役割とその可能性を示唆した。
6　おわりに
　本稿において筆者は、「チーム学校」の基本的な理念を支持する立場で論述した。ただし、
「チーム学校」を有効性のある教育政策として実施するためには、法整備のみならず、国の財政
的措置が不可欠であり、教員以外の専門職を可能な限り、専任・正規の職員として、数多くの各
学校に配置することが前提条件となる。同時に、少人数学級の推進や専任・正規の教員の増員と
いう条件整備も必要である。条件整備に加えて、旧来の官僚的な学校組織から脱却できるかと
いう点も重要である。それは、校長をはじめ、個々の教員の意識に大きく左右される。もちろ
ん、各地方自治体の教育委員会の意識変革も必要である。また、大学における教員養成の段階に
おいて、「チーム学校」の意義を学ぶ機会を設けることも今後の国の教育政策上の課題といえよ
う 32）。それらが実施できないと、教育政策としての妥当性が問われると同時に、「チーム学校」
は画餅に帰すであろう。
　戸倉は、「チーム学校」における専門職の協働の在り方を考えるさい、学校司書のように、学
校教育そのものや子どもの学校生活に直接関わる職と、スクールカウンセラ ・ースクールソーシャ
ルワーカーのように、家庭生活も含め、子どもの生活全般に関与する職を分けて考えることの必
要性を説いている 33）。戸倉によれば、「チーム学校」が「子どもをめぐる多くの課題を学校に押
しつけるほうに作用することも危惧される」34）。時代と社会の著しい変化により、学校に求めら
れる機能が肥大化した。「チーム学校」という発想は、従来型の学校組織のみで自己完結するの
ではなく、児童相談所などの公的機関との連携が必要である。明確な役割分担も求められ、機関
同士による業務の連絡調整が必要となる。
　従来の図書館情報学分野における学校図書館研究では、司書教諭・学校司書の二者協働、又は
教員（教科教諭・担任教諭）・司書教諭・学校司書の三者協働が主要なテーマであった 35）。神奈
川県立田奈高校の学校図書館の実践事例は、学校司書と協働・連携する新たなパートナーを活用
した実践であり、「場としての学校図書館」の機能を打ち出した事例である。同高校の学校図書
館は、スクールカウンセラーが常駐する校内の相談室と異なった緩やかな空間である。「学校の
支配力から避難できる隙間的な居場所」36）として機能し、それが生徒の心を開かせる要因とな
り、生徒と学校図書館（相談員）との間に、ラポールが形成されたのである。高橋によれば、「生
徒が相談するために必要なのは、相談相手の職名や肩書きよりも交流の中で生まれる信頼であ
る」37）。筆者はスクールカウンセラーという専門職の存在理由を否定しないが、心理専門職の果
たす役割とともに、相談の「場」の重要性を強調したい。学校図書館にカフェを設置する実践は、
生徒自身の自己肯定感を高めさせ（獲得させ）、中途退学の抑止にもつながる教育的効果をもた
らす取り組みといえよう。
　教育社会学者のドレスマン（M. Dressman）は、学校図書館をフィールドとしたエスノグラ
フィーを用いた実証的研究によって、学校図書館が潜在的に教室とは非常に異なった種類の教育
THE BULLETIN OF JISSEN WOMEN'S JUNIOR COLLEGE VOL.39（2018）
－ 107 －
空間であることを明らかにした 38）。また、彼は、学校図書館が子どもに情緒的・心理的な安堵
感を与えることも指摘した 39）。教育社会学や臨床心理学からのアプローチによる実証的研究が、
学校図書館の新たな可能性を導くであろう 40）。「学習センター」「情報センター」「読書センター」
以外に、学校図書館の果たす様々な役割が試されている。
注）
  1） 丸山によれば、近年の社会学研究において、幅広い知的職業を含めながら、専門職の定義を行う傾向がみら
れる。すなわち、専門職は「抽象的知識を特定事例に応用する排他的な職業集団」である（丸山和昭「再専
門職化の時代における教員養成の方向性」日本教育学会第 76回大会、課題研究Ⅰ「教師教育の改革動向を
どう受け止めるか」2017年 8月 27日、桜美林大学、配付資料）。丸山が依拠する定義は、Abbottの専門職
論である（丸山和昭「Andrew Abbottの専門職論：カウンセラーを中心に」『社会学年報』Vol.37、2008年、
p.71-81）。しかし、多種多様な専門職同士の協働・連携が求められる「チーム学校」を検討する際、「排他
的な職業集団」（下線は筆者）という捉え方はなじまないと筆者は考える。そこで、本稿では、専門職の定
義を「抽象的知識を特定事例に応用する自律的な職業集団」とする。なお、中央教育審議会答申『チームと
しての学校の在り方と今後の改善方策について』においては、「専門スタッフ」で統一されており、「専門職」
という表現は使われていない。
  2） 主な先行研究として、以下の論文がある。青木栄一・廣谷貴明「チーム（としての）学校の政策過程がもた
らしたインパクト」日本教育制度学会編『教育制度学研究』第 23号、2016年 11月、p.162-169。学術研究
の範疇に属さないが、「チーム学校（チームとしての学校）」を詳しく知るための解説書として、加藤による
以下の著作がある。加藤崇英編『「チーム学校」まるわかりガイドブック』教育開発研究所、2016年。加藤は、
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